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 平成２９年度人口減少対策に係る市民アンケート調査結果  

 

１．調査概要 

 

（１）目的 

 

   富良野市では、平成２８年３月に『第５次富良野市総合計画 後期基本計画（平成２

８年度～平成３２年度）』『富良野市まち・ひと・しごと創生総合戦略』を策定し、これ

らの計画では、今後の人口減少や少子高齢化に対応するため、結婚や子育て・教育に関

する施策を重点事項として取り組みを進めている。 

ついては、若年層の市民に対して、結婚や子育て・教育に関する施策の率直な意見・

感想等をアンケート方式で行うことにより、今後の事業展開に反映させるため、市民ア

ンケート調査を実施する。 

 

（２）調査対象 

 

   平成３０年２月２０日現在の住民基本台帳に登録されている１８歳から３９歳の中

から、無作為に抽出した１，０００名 

    ※平成３０年２月１日現在の１８歳から３９歳の人口：２，５３９名 

 

（３）調査期間 

 

   平成３０年３月１日から平成３０年３月１６日 

 

（４）調査方法 

 

   郵送により調査対象者へ調査票を送付し、郵送により回答を得る 

 

（５）回収状況 

 

 平成２９年度 平成２８年度 

 送付総数 １，０００通  １，０００通  

 不明等返却・無回答 １５通  ９通  

 有効数 ９８５通  ９９１通  

 回収数 ２９９通  ３２０通  

 回収率 ３０．４％  ３２．３％  
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２．調査結果 

 

（１）回答者の属性について 

 

回答者の性別は図表１、回答者の年齢は図表２のとおりとなっている。 

 

性 別 
平成２９年度 

件数 ％ 

男 性 130 43.5% 

女 性 169 56.5% 

全 体 299 100.0% 

 

 

 

 

年 齢 
平成２９年度 

件数 ％ 

18歳～19歳 26 8.7% 

20歳～24歳 55 18.4% 

25歳～29歳 47 15.7% 

30歳～34歳 69 23.1% 

35歳～39歳 102 34.1% 

全体 299 100.0% 

 

 

 

 勤務状況は、男性では「正規の職員・社員」が59.2％、「自営業主・家族従事者」が13.8％

であり、合わせると73.0％となっている。 

 一方、女性では「正規の職員・社員」が35.5％である。次いで、「パート・アルバイト」

が22.5％、「無職・家事」が14.8％となっている。 
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図表１ 性別
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図表２ 年齢
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図表３ 勤務状況
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 配偶者の有無は、男性の55.4%、女性の57.4％が「配偶者あり」と回答している。 

 また、前回調査と比較して「配偶者あり」と回答している割合は上昇している。 
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図表５ 配偶者の有無（全体：年度別）

配偶者あり 配偶者なし
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図表４ 配偶者の有無（男女別）
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（２）既婚者の状況について 

 

 配偶者のいる方に、これまでに持った子どもの数と今後持つ予定の子どもの数を足した

「予定子ども数」を尋ねたところ、男性で2.24人、女性で2.19人なり、前回調査と比較

して減少している。 

 さらに、「理想子ども数」を尋ねたところ、男性で 2.51 人、女性で 2.47 人と、前回調

査と比較すると減少となっているが、「予定子ども数」よりは高い数値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「予定子ども数」が「理想子ども数」を少ない理由としては、「子育てや教育にお金がか

かりすぎるから」が58.3％と非常に高い数値となっている。次いで「高年齢で産むのは難

しいから」となっている。 

 前回調査と比較しても同様の傾向の回答となっている。 
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図表６ 予定子ども数
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図表７ 理想子ども数
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（３）独身者の状況について 

 

 配偶者のいない方に、独身でいる理由を尋ねたところ、「結婚相手にまだめぐり会ってい

ないから」が前回調査と同様、最も高かった。次いで「結婚にはまだ若すぎるから」「今の

仕事（または学業）にうちこみたい」「経済的な余裕がないから」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 結婚に対する考えを尋ねたと

ころ、「一生結婚するつもりはな

い」と回答した人は10.8％とな

っており、前回調査と同様に約

９割の人は、結婚に何らかの意

思はあることが想定される。 

 

 

 

 

 何歳で結婚したいか尋ねたところ、男性29.0歳、女性29.3歳となっており、30歳ま

でには結婚したい意思があることがうかがえる。 

 また、「希望子ども数」を尋ねたところ、男性で 2.00 人、女性で 1.68 人となり、前回

調査と比較すると減少している。 
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図表９ 独身でいる理由

平成29年度 平成28年度
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図表１０ 結婚に対する考え

いずれ結婚するつもり 現時点ではわからない

一生結婚するつもりはない 無回答

27.9

29.9

29.3

29.0

26 27 28 29 30 31

女性

男性

図表１１ 何歳で結婚したいか
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図表１２ 希望子ども数

平成29年度 平成28年度



- 6 - 

 

（４）出会い総合サポート室について 

 

 配偶者のいない方に、平成２８年４月から設置した「出会い総合サポート室」の認知度を

尋ねたところ、「知っている」と回答したのは15.7％となっている。８割以上の方が「知ら

ない」と回答しており、周知方法や情報発信などの強化が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、利用状況を尋ねたところ、「利用したことがある」と回答したのは 0.9％となって

いる。「使用してみたい」と回答したのは、7.0％となっている。 

 「出会い総合サポート室」の認知度と併せて、利用しやすい状況づくりが必要である。 
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図表１３ 出会い総合サポート室の認知度

知っている 知らない 無回答
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図表１４ 出会い総合サポート室の利用状況

利用したことがある 使用してみたい 利用したいと思わない

わからない その他 無回答
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（５）平成２８年度からの新規事業について 

 

 配偶者のいる方及び配偶者のいない方で結婚意向がある方に、平成２８年度から新たに

取り組んでいる事業の認知度を尋ねたところ、「乳幼児医療費の無償化」が 63.4％と新規

事業の中では高い数値となっている。 

 新規事業は、対象者が限定されていることもあるが、各事業において広く周知していく必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の問で「知っている」と回答した方に、今後の展開について尋ねたところ、「現状を

維持」「拡大すべき」との回答が大半を占めている。また、「拡大すべき」には、金額や対象、

期間など様々な要素が考えられるため、各担当において事業の検証が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新規事業から最も重要と思う事業を尋ねたところ、「乳幼児医療費の無償化」が最も高く、

次いで「おむつ助成券・おむつ用ごみ袋給付」「特定不妊治療費助成」が続いている。 
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図表１５ 平成28年度から新たに取り組んでいる事業の認知度

知っている 知らない 無回答
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図表１６ 平成28年度から新たに取り組んでいる事業の今後の展開

現状を維持 拡大すべき 縮小すべき 廃止すべき わからない その他 無回答
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図表１７ 平成28年度から新たに取り組んでいる事業の最優先度

特定不妊治療費助成 乳幼児医療費の無償化

おむつ助成券・おむつ用ごみ袋給付 第３子以降の子に対する出産祝金給付

第３子以降の子に対する就学助成 出産祝品の贈呈

わからない 無回答
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（６）人口減少問題について 

 

 人口減少問題にどのように取り組むべきかを尋ねたところ、「人口を増加するよう努力す

べき」が最も高く、次いで「減少幅が小さくなるよう努力すべき」「現在程度の人口を維持

すべき」が続いている。 
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図表１８ 人口減少問題にどう取り組むべきか

人口を増加するよう努力すべき 現在程度の人口を維持すべき

減少幅が小さくなるよう努力すべき 仕方がない

人口が減少してもしなくてもどちらでもよい わからない

無回答


